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はじめに

筆者は，先に２つの論文において，総会屋の

排除を目的とする商法罰則上の利益供与罪（商

法497条）について検討を加えた。第１の論文1）

では，同様に総会屋の取締りを狙いとする商法

494条（会社荒し等に関する贈収賄罪）との相
違点を指摘した上で，本罪の保護法益を明らか

にすることに努め，第２の論文2）では，本罪の

罪質解明の作業を継続するとともに，主として

解釈上の問題点を取り上げた。そして，当初の

心積もりでは，これらの検討作業により，利益

供与罪に関する考察はとりあえず完了する予定

であった。

ところが，平成９年に商法が改正され，本罪

に係る罰則の強化・整備が行われることとなっ

た。第２の論文でも，かろうじて平成９年改正

商法の成立に言及することはできたが，その脱

稿の時期との関係で，罰則強化・整備の内容を

検討することについては他日を期することとせ

ざるをえなかった。それゆえ，この検討作業の

開始は筆者にとって残された課題であった。ま

た，本罪の実効性とその限界を知るためには本

罪新設以降の警察の総会屋対策を明らかにして

おくことも必要であると考えるに至った。

そこで，本稿において本罪に係る商法罰則の

強化・整備と警察の総会屋対策を取り上げ，そ

うすることによって先の２つの論文を補完する

こととしたのである。

Ⅰ 商法罰則の強化・整備

１．平成９年商法改正の経緯
前稿において述べたように，昭和56年改正商
法は，総会屋排除の目的を達成するため，294
条ノ２の制定を始めとする一連の法的措置を講

じ，それとともに497条という有効に機能しう
る罰則を新設した。これらの措置は考えられる

かぎりの立法技術を駆使した最善のものと評さ

れ，中でも上記罰則の果たす役割には大きな期

待が寄せられた。そして現に，改正商法施行の

時点で，総会屋の数は一時激減し，これについ

ては，とりわけ497条がその一般予防効果を発
揮したものと考えられた。

ところが，その後，しばらく鳴りを潜めてい

た総会屋がその活動を再開し，昭和59年の伊勢
丹事件を発端にして，それ以降も，ほぼ毎年の

ように利益供与事件の摘発が繰り返された。し

かも発覚したのは「氷山の一角」にすぎないと

までいわれていた。

その上，そのような状況の下で，平成８年に

大手百貨店「高島屋」による利益供与事件が摘

発され，この事件を皮切りに，翌平成９年には，
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総合食品メーカー「味の素」，「野村・大和・日

興・山一」の４大証券と日本第２位の大手都市

銀行「第一勧業銀行」，名門百貨店「松坂屋」，

大手自動車メーカー「三菱自動車工業」等の各

利益供与事件が次から次へと発覚することとな

った。

そして，これら近時の利益供与事件では，従

来の事件にはみられない特徴を指摘することが

できる。第１に，事件が大型化し，供与された

利益の額が高額化（巨額化）している。高島屋

事件において供与額が始めて億単位となった

が，４大証券・第一勧銀事件では，一人の総会

屋に対し，各証券会社から合計６億9000万円余
りの利益が供与され，第一勧銀からは合計117
億8200万円の融資による財産上の利益が供与さ
れたとされている。第２に，供与の態様が悪質

化・巧妙化している。供与の態様は，当初は単

純な現金供与が大半であったが，４大証券・第

一勧銀事件では，各証券会社が自己売買で得た

利益を総会屋の親族企業名義の口座に付け替え

るという手口が用いられたり，ノンバンクを介

しての迂回融資により金融の利益を与えるとい

う方法が使われている。また，三菱自動車工業

事件等では，総会屋の関係する会社が経営する

「海の家」の利用料名目で資金の提供が行われ

ている。

上述のような利益供与事件の相次ぐ発覚と同

事件の大型化・悪質化を目の当たりにして，会

社運営の健全性を著しく害する総会屋の活動は

跡を絶っていないばかりでなく，むしろ密かに

わが国の経済社会の中枢を侵食しつつあり，総

会屋をめぐる事件に対する商法罰則の抑止力は

決して十分ではないとする認識が広く行き渡る

こととなった。そこで，わが国の企業活動の健

全性を確保し，かつ，その国際的信用を保持す

るために，総会屋および取締役等の不正行為に

対する罰則を強化・整備することが喫緊の課題

となり，平成９年商法改正に至ったのである3）。

基本法である商法の改正としては異例の早さで

あった。

以下，利益供与罪（商法497条）関係の罰則

強化について，順次，検討を加えることとする

（なお，罰則強化に係る平成９年商法改正では，

その他に特別背任罪等の法定刑の引上げも行わ

れている）。

２．商法497条の改正点
（１）法定刑の引上げ

利益供与罪（商法497条１項）および利益受
供与罪（同条２項）の法定刑が，改正前の「６

月以下の懲役又は30万円以下の罰金」から「３
年以下の懲役又は300万円以下の罰金」へと大
幅に引き上げられた（犯罪の構成要件そのもの

には変更がない。また，改正前と同様に，利益

を供与する会社側とこれを受ける総会屋側との

間に，法定刑自体の差異は設けられていない）。

そして，その改正趣旨については，総会屋対策

のためには，利益供与罪・受供与罪がその抑止

機能を発揮することが最も期待されるところで

あり，これを高めるために，懲役刑・罰金刑と

もに刑罰体系中の均衡を失しない範囲内で最大

限の引上げを考慮したものであると説明されて

いる4）。

ところで，前稿でも指摘したように5），昭和

56年改正商法の施行から５年も経たない早い時
点において，すでに当時の有力な商法学者から

相次いで497条の法定刑を引き上げるべきであ
るとの提言がなされていた6）。しかしながら，

利益供与罪の罪質・保護法益から導き出される

比較的軽微な犯罪としての位置づけを顧慮し，

「不正の請託」の存在を要件としている494条
（会社荒し等に関する贈収賄罪）の法定刑との

バランスを考えるならば，この種の提言には，

まず第１に，理論的な難点があるといわれてい

たし7），また第２に，実際上の問題としても，

会社関係者は当時の法定刑のままでも利益供与

の事実が明るみに出て現実に処罰されれば致命

的なダメージを受けるし，逆に総会屋に関して

は法定刑が引き上げられたからといって威嚇的

効果がそれほど増加するとは思われないとされ

ていたのである8）。

平成９年改正商法は，上記第１の理論的な問
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題については，利益供与事件そのものの大型

化・悪質化の現実を根拠として比較的軽微な犯

罪という認識を改め，また商法罰則の法定刑を

全面的に見直す中で494条のそれを「５年以下
の懲役又は500万円以下の罰金」に引き上げる
という方法で同条の法定刑とのバランスをとる

ことによって，これを解決したといえるのかも

しれない。それに対して，第２の実際上の処罰

の効果という点については，罰則の実効性は単

に重罰化によって図られるものではなく，むし

ろ確実な検挙処罰にこそ抑止的効果が伴うとす

る批判がなお継続して同改正商法にも向けられ

るように思われる（なお，平成９年改正商法は，

利益供与の要求段階における総会屋の摘発を可

能とすることにより総会屋の犯罪行為の検挙処

罰率を向上させることを主要な改正趣旨とし

て，利益供与要求罪を新設しているが，この点

については後述する）。

（２）利益供与要求罪の新設

株主の権利の行使に関し，会社の計算におい

て，会社の役職員に財産上の利益の供与を要求

する罪（商法497条３項）が新設され，その法
定刑は利益受供与罪と同じ「３年以下の懲役又

は300万円以下の罰金」とされた。そして，本
罪新設の趣旨については，総会屋の利益要求行

為は利益の供与・受供与を招来する危険性がき

わめて高い悪質な行為であって，これを抑止す

る必要性が高いことから，当該要求行為をそれ

自体として処罰することとして，総会屋に対す

る制裁を強化するとともに，これにより会社関

係者が利益供与の要求を受けた段階，すなわち

会社の役職員等に利益供与罪が成立する前の段

階において，捜査機関に対し犯罪の届出をする

ことを可能にして，その早期かつ効果的な摘発

を図ろうとしたものであると説明されている9）。

この利益供与要求罪における「要求」につい

ては，刑法上の収賄罪に関する諸規定（刑法

197条等）における「要求」と同様に解してよ
いとされている10）。したがって，それは「相手

方に対して，趣旨を認識しうる状態において，

財産上の利益の供与を求める意思表示をするこ

と」を意味しており，その趣旨が客観的に明ら

かであれば，直接的か間接的か，また明示的か

黙示的かを問わず，この意思表示の開始が実行

の着手であり，相手方が「株主の権利に関し財

産上の利益」を要求されていると客観的に認識

しうる状態に至った時点で既遂に達し，相手方

の認識の有無，諾否を問わず，一方的行為によ

り犯罪は成立するのである11）。

さて，上記利益供与要求罪の新設に関しては，

これをめぐる理論的な問題点とその実際上の効

果について検討が加えられなければならない。

第１に，理論的な問題点としては，総会屋の利

益供与要求行為のみが処罰の対象となり，役職

員等の会社関係者による利益供与の申込みや総

会屋と会社関係者双方による利益供与の約束は

処罰されることにはならなかったことが挙げら

れる。申込みや約束も要求と同様に利益供与

罪・受供与罪の未遂形態であり，総会屋の利益

供与要求行為が利益の供与・受供与を招来する

危険性のきわめて高い悪質な行為であるとされ

るのであるならば，会社関係者の申込行為や双

方の約束行為もまた同様の危険性をもった同程

度に悪質な行為として捉えられなければならな

い。したがって，会社側と総会屋側との癒着状

態からすれば，総会屋の要求行為だけを処罰す

るのは不公平であるともいえる12）。

ところが，申込罪や約束罪を設けたとしても，

要求罪を新設すること以上に，利益供与事件の

早期かつ効果的な摘発に資することは少ない

上，双方の約束行為を処罰すれば，約束をした

会社関係者が捜査当局への通報を避けようと

するおそれもあることから，改正商法は申込み

や約束という構成要件を設けるには至らなかっ

た13）。要するに，平成９年改正商法は，要求罪

の新設に際し，要求段階における総会屋の早期

かつ効果的な摘発を可能とするという政策的判

断を未遂形態の均等な処罰という理論的枠組み

に優先させたのである。しかしながら，この点

については，この種の会社側を被害者的立場に

置くような立法措置が，会社側をまず処罰し，

ついで総会屋側を罰するという順序だてをし
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て，むしろ会社側の利益供与行為に対して総会

屋側が加担するという判断に立つ昭和56年商法
改正における利益供与罪・受供与罪（基本類型）

新設に際しての基本的な考え方と調和するとい

えるのかという疑問が残る。

第２に，利益供与要求罪新設の実際上の効果

については，たしかに会社が総会屋と絶縁して

いる場合には，会社関係者が総会屋から不当な

要求を受けた段階で，これを捜査当局に届け出

て処罰を求めることが可能であり，これにより

総会屋の犯罪行為の早期かつ効果的な摘発が実

現されることとなる。しかしながら，会社が相

変わらず総会対策として協力型総会屋を利用し

ようとする場合や会社と総会屋との癒着状態が

継続しているような場合には，会社関係者によ

る捜査当局への届出はまったく期待できず，要

求罪が機能する余地はないといわざるをえない。

それゆえに，要求罪新設が実際上の効果を発揮

するためには，まず会社が総会屋との関係を完

全に断ち切ることが必要であり，またそれを可

能にする条件が整備されなければならない（総

会屋やその背後にいる暴力団が怖くて，癒着を

断ち切れない事情もあるといわれている14））。

なお，利益供与の要求を受けた会社側の役職

員に対し，これを捜査当局に告発または通報す

る義務を課し，場合によってはその義務違反に

罰則を設けることを考慮すべきではないかとい

う指摘が，平成９年商法改正の際になされてい

たが，このような措置を講じることは最終的に

見送りとなった15）。

（３）威迫を伴う利益受供与罪・利益供与要

求罪の新設

利益受供与罪または利益供与要求罪を犯した

者が，その実行につき，会社の役職員に対し，

威迫の行為をした場合を加重犯罪類型として処

罰する罪（商法497条４項）が新設され，その
法定刑は「５年以下の懲役又は500万円以下の
罰金」とされた。そして，本罪新設の趣旨につ

いては，総会屋が会社から利益の供与を受けま

たはこれを要求するに当たり，会社の役職員を

威迫するに及んだ場合には，もはや，会社との

持ちつ持たれつの癒着といった関係とは到底い

い難く，総会屋の側に特に悪質性が認められる

ので，このような場合を加重して処罰すること

としたものであると説明されている16）。

本罪における「威迫」とは，刑法上の証人威

迫罪（刑法105条の２）における「威迫」と同
様に，「相手方に対して言語・動作をもって気

勢を示し，不安・困惑の念を生じさせる行為」

を意味し17），それゆえに，相手方を畏怖させる

程度の害悪の告知をさす「脅迫」よりは一段低

い概念であると解されている。本罪が成立する

ためには，このような威迫行為が利益の要求や

受供与の手段としてなされるという関連性が認

められればそれで足り，威迫により不安・困惑

が生じ，それがあったからこそ供与がなされた

という因果関係までは必要ではない18）。

さて，本罪の新設が総会屋加重処罰の効果を

発揮するのは，つぎのような場合であると思わ

れる。すなわち，従来より，会社の役職員を脅

迫して畏怖させ，これによって財産上の利益を

得た場合には，刑法上の恐喝罪（刑法249条）
が成立し，その法定刑は10年以下の懲役である
が，総会屋の行為が相手方を畏怖させる程度に

達しない場合や，その立証が困難な場合も想定

されるのであり，本罪の新設により，このよう

な場合にも，総会屋を単なる利益受供与罪・利

益供与要求罪よりも重く処罰することが可能と

なるのである19）。また，会社関係者が総会屋に

対し毅然たる対応をとる中で，総会屋が利益供

与に応じる会社を新規に開拓しようとする際に

は，総会屋の行為には威迫を伴うケースが多い

と思われるのであり，それがむしろ常態である

といえるのであるならば，本罪の新設は，実際

上，利益受供与罪および利益供与要求罪の法定

刑をさらに引き上げるのと同じ効果をもつとい

う見方も成り立つのである20）。

なお，本罪の新設と関連して，総会屋が威迫

を手段として利益供与の要求等をした場合で

も，これに応じた会社の役職員には利益供与罪

が成立するのかという問題が生じる。そして，

この問題を検討するに当たっては，商法294条
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ノ２および497条は，株主の権利の行使に関す
る利益供与を，まず会社に対して禁止し，これ

とともに当該利益供与を受けた総会屋を処罰す

るという構造をとっていることを改めて確認し

ておく必要がある。つまり，このような確認か

ら出発するならば，会社の役職員は，威迫によ

り不安・困惑の念を生じさせられた程度では，

安易に会社の計算による利益供与を行ってはな

らないという義務を免れるものではないといわ

なければならない。また，むしろ安易な対応こ

そが会社と総会屋との癒着を断ち切れない原因

となっているとみるべきである。したがって，

上記の場合であっても，会社の役職員の利益供

与行為は，理論上，497条１項の構成要件に該
当するといわなければならない21）。

もっとも，実際上は，総会屋による威迫のあ

ったことが，相当な程度において会社の役職員

に有利な情状として考慮されるものと思われ

る。また，本罪（４項の罪）の成立が認められ

る場合には公訴時効期間が５年であり，他方，

会社側の利益供与罪（１項の罪）のそれは３年

であるから，実際の運用上，総会屋のみが摘発

されることも十分に考えられる。

（４）罰金刑併科規定の新設

主として総会屋によって犯されることが想定

される利益受供与罪，利益供与要求罪および威

迫を伴う利益受供与罪・利益供与要求罪につい

て，その情状により懲役刑と罰金刑双方の併科

を可能とする規定（商法497条５項）が新設さ
れた（従来より，商法486条から491条までの罪
については，懲役刑と罰金刑との併科が認めら

れていた）。これもまた総会屋に対する一層厳

正な対処を可能とするための立法措置である。

一般論としては，罰金刑併科規定は，犯罪類

型として不法な経済的利益の取得が目的とされ

ることの多いもの，つまり利欲犯的な色彩の濃

いものについて，財産的利益（一定の金額）の

剥奪という経済的制裁を併せて加え，不法利益

の取得を目的とする犯罪行為が経済的に引き合

わないことを強く感銘させ，このような側面か

ら犯罪への反対動機を形成することが適当と認

められる場合に設けられるものと解せられてい

る。近時，総会屋をめぐる犯罪が大型化・悪質

化している現状に照らして，法定刑の大幅引上

げとともに，罰金刑併科をも可能とすることに

より，これを抑止することが必要であると判断

され，上記の罪についても罰金刑併科規定が新

設されたものである22）。

（５）平成12年商法改正と利益供与罪
平成９年商法改正による罰則の強化・整備に

ついて検討を加えてきたが，その後，平成12年
に会社分割法制の創設等を内容とする商法の改

正が行われた。そして，今回の商法改正では，

株主の権利行使に関して，親会社が子会社の計

算において利益を供与することが禁止され（商

法294条ノ２第１項），それに伴い，利益供与罪
も子会社による利益供与を捕捉することが可能

となるように改正された（従来の497条にいう
「改正ノ計算ニ於テ」が「会社又ハ其ノ子会社

ノ計算ニ於テ」に改められた）。近年，企業の

再編成のための法制度の整備が進み，親子会社

が増加してきたことに伴い，親会社の取締役等

が子会社の取締役等と通謀して子会社の計算に

おいて利益を供与する事案の増加が見込まれる

ようになってきたことから，このような立法措

置が講じられたものである23）。

Ⅱ 警察の総会屋対策

１．従前の総会屋対策
昭和56年商法改正以前の総会屋情勢について
は，総会屋はもとより会社ゴロ・新聞ゴロなど

の「総会屋等」が野放し状態であり，日常的に

企業に押しかけ，企業から金員等の利益を得る

などの行為を繰り返しており，株主総会開催時

には総会会場入口に企業側が公然と設けた「受

付台」に総会屋が列をなし，現金あるいは物品

などを受け取る光景がみられたといわれてい

る24）。しかし，総会屋の排除を目的とする商法

の改正によって，このような企業に寄生する総

会屋等の資金獲得活動には強力な制限・規制が

加えられることとなった。そして，この間にお
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ける警察の総会屋対策はつぎのような警察庁刑

事局長通達の中に明確に示されているといえ

る。すなわち，昭和57年10月１日からの改正商
法の施行に備えて，同年４月５日に同刑事局長

名をもって「総会屋対策の推進」と題する通達

が出され，警察による当面の総会屋取締りの基

本原則が明らかにされたのである。その骨子は，

①総会屋取締り体制の整備強化，②企業に対す

る総会屋排除の指導，③企業の被害防止措置等の

推進，④総会屋および企業の動向監視と資料整

備，⑤検挙措置の推進，というものであった25）。

全国警察はこれに則り，総会屋対策を推し進め

ることとなった。

商法改正と警察による総会屋対策の推進によ

り，改正直後には，総会屋はその勢力を大幅に

減退させることとなった（ただし，この時点で

総会屋の世界から脱落していったのは暴力団と

の繋がりをもたないような単独総会屋であり，

暴力団と結び付いた悪質な者は一時その活動を

自粛し，警察，企業，他の総会屋の動向をうか

がっていたものと思われる）。ところが，その

後，暫し鳴りを潜めていた総会屋が再び活動を

開始し，いわゆる質問権を乱用した総会屋の攻

撃発言により株主総会が長時間化する事態とな

り，マラソン総会まで出現するに至った（昭和

59年１月に開催された東京の電気メーカーの株
主総会は13時間30分に及ぶ超ロングラン総会と
なった）。他方で，依然として総会屋との癒着

を断ち切れずにいる企業が少なからず存在し，

また株主総会の長時間化を恐れた企業が一旦打

ち切った総会屋との付き合いを再開するという

動きもみられた。このような状況の下で，昭和

59年５月に伊勢丹事件が発覚し，これが商法
497条（利益供与罪）の初適用事件となった。
同年10月には，大阪変圧器事件が摘発され，そ
の後も昭和61年に，そごう事件を始めとする３
件の利益供与事件が発覚し，摘発が繰り返され

た。しかも，これらは「氷山の一角」ともいわ

れた。

このように警察は，この間，利益供与事件の

検挙活動を推進してきたが，警察の総会屋対策

は昭和61年12月に今後の暴力団対策の基本を定
めた「暴力団総合対策要綱」が制定されたこと

に伴い，新たな局面を迎えることとなった。す

なわち，同要綱では，企業を対象に不正な資金

の獲得を目論む「総会屋等」および「社会運動

等標榜ゴロ」をこれまでの暴力団に加えて暴力

団対策の対象として位置づけており，これを契

機に，全国警察の暴力団取締主管課に「企業対

象暴力事犯指導官」が設置されるなど，体制の

充実強化が図られることとなったのである26）。

「総会屋等」が同要綱において新たな暴力団対

策の対象として明確に示されたことには警察が

それ以降の総会屋対策を推進する上において重

要な意義があったと思われる。また，これは総

会屋と暴力団との結び付きがますます深まって

行く中で不可欠の施策でもあった。

その後の数年間は，長時間にわたる株主総会

も減少し，総会屋の活動は表面的には鎮静化す

ることとなった。しかし，このような情勢の変

化は，総会屋による企業へのアプローチの方法

が巧妙化したことによるものであった（もちろ

ん，総会屋利用企業がその手口を巧妙化させた

ということもある）。一方，警察はこの間も徹

底した検挙主義を推進して行くという方針を取

り27），昭和62年以降も，毎年，497条違反事件
を検挙している（昭和62年の小西六写真工業事
件，同63年のパルコ事件等）。
総会屋をめぐる情勢が上記のように推移する

中で，平成４年３月１日に暴力団対策法（「暴

力団による不当な行為の防止等に関する法律」）

が施行されることとなり，これまで暴力団員に

よって行われてきた既存の法令では違法行為に

該当することのない不当行為，いわゆるグレー

ゾーンの行為に対する規制・取締りが明文化さ

れ，これにより，同法によって指定された「指

定暴力団」の暴力団員によるこれらの行為が規

制可能となった。総会屋は暴力団と密接な関係

をもちながら活動している場合が多く，あるい

は暴力団員自身が総会屋活動を行っている場合

もあることから，同法の施行により，総会屋は

警察の取締りに対して警戒を強め，中には暴力
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団からの組織離脱を表明して，ことさら暴力団

との関わりを否定する動きをみせる者もあっ

た。このように平成４年中は，総会屋は警察の

出方を静観してその活動を自粛する状況にあっ

た28）。

ところが，平成５年に入ると，一時その活動

を鈍らせていた総会屋が活発な活動を再開し，

情勢は一転した。しかも，この年における特徴

的な動向としては，暴力団による総会屋活動へ

の一層の進出と暴力団と総会屋との結束の強化

がみられた。たとえば，平成５年５月に開催さ

れた関西の企業の株主総会会場において，山口

組系暴力団が組員を従前からのグループ総会屋

と共闘する形で総会屋としてデビューさせ，そ

の後引き続き「大衆株主運動家」の名の下に連

名で質問状を各企業に送り付けるなど，暴力団

の威嚇力を利用した活動を活発に行うという行

動に出ている29）。

平成６年に入ってからも，このような傾向が

続く中で，株主総会会場において総会屋が威力

業務妨害や暴行・傷害に及ぶという事件が続発

した。併せて，この時期には，阪和銀行副頭取

射殺事件，富士写真フイルム専務刺殺事件，住

友銀行名古屋支店長射殺事件等の企業幹部襲撃

事件が相次いで発生して社会的に大きな問題と

なり，企業側にかなりの動揺がみられるところ

となった。

このため，全国警察では，平成６年３月以降，

主要都道府県警察に「企業対象暴力特別対策本

部」を設置するといった体制を取り，企業対象

暴力事案に取り組むこととなった。その際，警

察としては，この種事案の「防圧・検挙」を基

本方針とし，過去に発生した未解決事件の検挙

に努めるほか，①虞犯性の強い総会屋等に対す

る徹底した取締りの実施，②株主総会会場にお

ける違法事案の徹底検挙，③関係者に対する身

辺警戒措置等の推進を図ることとした。また，

これらの対策を推進する上で重要な「企業との

連携」を一層強化するため，警察は一歩踏み出

した方針を打ち出すに至った。すなわち，企業

を対象とした不法事案が多発している現状の下

では，企業が総会屋等との絶縁に真剣に努力し

ている場合には，「捜査の重点を過去の利益供

与の解明に置くのではなく，当面，関係の遮断

に伴う恐喝事案等を防圧することと，既に発生

した事件を検挙することに置く」というもので

ある。この方針は平成６年３月17日の警察庁長
官の記者会見で明らかにされたものであるが，

これにより，警察は，総会屋等との関係を遮断

しようとする企業を全面的にバックアップし，

総会屋等に企業と共同して対処することによっ

て，企業対象暴力事案の防圧・検挙を図ること

としたのである30）。

その結果，企業幹部に対する襲撃事件につい

ては，平成７年以降鎮静化をみせ，また株主総

会会場における違法事案も平成６年２月以降は

発生していない31）（なお，この間にも，平成４

年のイトーヨーカ堂事件，同５年の麒麟麦酒事

件，エヌティエヌ事件等が発覚し，摘発されて

いる）。

２．近時の総会屋対策
その後，平成６年および７年には，利益供与

事件が摘発されることはなかった。また，総会

屋の活動も表面的には低調なまま推移している

かのように見えた。ところが，先にも触れたよ

うに（Ⅰ―1．），平成８年から９年にかけて大手
企業に係る利益供与事件が次から次へと発覚す

ることとなった。しかも，事件は大型化し，利

益供与の手口が巧妙化した。そして，これらの

事件の相次ぐ摘発は，わが国を代表する企業の

中にも暴力団・総会屋等との不明朗な関係を継

続しているものが少なからず存在するという事

実を明らかにしたといえる。平成６年３月に警

察庁長官が記者会見で示した「過去は問わない」

という趣旨の利益供与事案取締りに関する異例

の方針もこれらの企業には受け容れられず無視

されたのである。この時点で，これらの企業は

総会屋等と絶縁する絶好の機会を逃したことと

なる。それだけに，事件を起こした企業に対す

る社会の批判は強力であり，それぞれの企業に

おいては，事件に直接関与した役員等の辞任に
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止まらず，多くの経営陣が責任をとって退陣す

るという事態にまで発展した。こうして，総会

屋をめぐる一連の企業不祥事は大きな社会問題

となり，暴力団・総会屋等を始めとする反社会

的勢力を企業から排除しなければならないとい

う世論の要求が一挙に高まることとなった。

このような事態を受けて，平成９年７月，政

府において，急遽，内閣官房長官主宰の「いわ

ゆる総会屋対策のための関係閣僚会議」が開催

されることとなった。この関係閣僚会議の目的

は，「最近の金融・証券業界におけるいわゆる

総会屋をめぐる犯罪の発生に鑑み，この種事案

の根絶を図るため，総会屋活動およびこれに類

似する企業からの不正な収益を獲得する活動の

排除対策について，経済界にも協力を求めなが

ら，関係行政機関相互の緊密な連絡を確保し，

その効果的かつ総合的な推進を図ること」にあ

り，その構成員は内閣官房長官のほか，法務大

臣，大蔵大臣，文部大臣，厚生大臣，農林水産

大臣，通商産業大臣，運輸大臣，郵政大臣，労

働大臣，建設大臣，自治大臣および国家公安委

員会委員長であった。この種の政府を挙げての

取組みの開始は総会屋対策の歴史にとって画期

的なことであった。第１回会合は７月22日に開
催され，その後，関係省庁による諸対策の検討

が行われ，９月５日の第２回会合において「い

わゆる総会屋対策要綱」がとりまとめられ，関

係閣僚会議の申し合わせとされた32）。そして，

この要綱では，対策の内容として，具体的には，

①所管官庁による経済界への要請，②総会屋等

の排除対策をとる企業に対する警察による支

援，③商法違反事件や総会屋等との関係遮断に

起因する各種事件に対する取締りの徹底，④銀

行・証券会社に対するより実効性のある厳正な

検査等の確保，⑤総会屋対策に関する法改正の

実現，⑥業界団体・企業における対策の実施状

況の把握等が挙げられている。これらは「国の

総合的な総会屋対策」として位置づけられたの

である。

対策要綱に示された各種の施策は直ちに実行

に移されたが，警察においては，これを受けて，

各都道府県警察に対し，①企業対象暴力対策に

係る総合的な取締体制の確立，②企業対象暴力

事犯に対する取締りの強化，③企業および業界

団体等に対する指導および支援の強化を柱とす

る企業対象暴力対策の推進を指示することとな

った。指示の内容を総会屋のみに係る対策では

なく，より幅の広い企業対象暴力対策としてい

るのは，一連の大手企業に係る利益供与事件を

受け，世論が総会屋だけに止まらず，すべての

反社会的勢力の企業からの排除を求めているこ

とを考慮に入れたものであるといわれている33）。

上記指示にもとづいて実施された警察の取組

みを列挙するならば，つぎのとおりである。ま

ず，①の施策を実行に移すために，すべての都

道府県警察に，その実情に応じて，暴力団担当

部門，右翼担当部門，警備実施担当部門等の関

係部門をもって構成する「企業対象暴力特別対

策本部（室）」が設置され，その後，警察庁で

は，平成10年度の組織改正において暴力団対策
第一課に「企業対象暴力排除対策官」が新設さ

れている34）。つぎに，②の施策を具体化するた

めに，（ i）企業から不正な収益を獲得する活動
等の取締りの推進，（ ii）企業対象暴力を常習的
に行う反社会的勢力の取締りの徹底，（iii）取締
体制の整備強化，（iv）未解決の企業幹部等襲撃
事件の捜査の推進といった取組みがなされてい

る（（ i）については，平成９年商法改正におい
て新設された利益供与要求罪等による徹底した

取締りも予定されている）。さらに，③の施策

の実行に向けて，（ i）企業および業界団体等に
対する暴力団・総会屋等との関係遮断に向けた

指導，（ ii）企業からの相談に応じる体制の充実，
（iii）企業に対する保護対策の実施等といった措
置が講じられている（（ ii）の相談体制の充実を
図るために，「企業対象暴力110番」が上記対策
本部に設置された）35）。

なお，警察の総会屋に対する取締りが強化さ

れる中で，平成10年５月には大手化学製品製造
会社に対する威迫を伴う利益供与要求事件が摘

発されている。これは，平成９年商法改正で新

設された威迫を伴う利益供与要求罪が初めて適
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用されたケースである36）。

３．最近の利益供与事件
前述のように，平成９年商法改正により罰則

は強化・整備され，それとともに警察は暴力

団・総会屋等を企業から排除するための万全と

も思える取組みを実行に移してきた。それゆえ

に，これらの総会屋対策が功を奏して総会屋等

の根絶という目的が遂に達成されることとなる

のかについては，大きな社会的関心が寄せられ

ていたのである。ところが，このような背景の

下で，平成11年９月に神戸製鋼事件，翌12年６
月にクボタ事件が発覚することとなった。

神戸製鋼事件では，大手鉄鋼メーカーの「神

戸製鋼所」が平成９年６月の株主総会への協力

に対する謝礼として関西の大物総会屋に現金

3000万円の利益供与をしていたことが明るみに
出て，総会屋と同社の元専務らが商法497条違
反の罪で起訴されている。摘発容疑は平成９年

改正商法の施行以前の事実であったが，施行後

も神戸製鋼所の担当者が総会屋に対し，ゴルフ

や酒食の接待を頻繁に続けていたとされている

（なお，この総会屋は，会社側の依頼を受けて

他の総会屋の動きを封じる「与党総会屋」とし

て関西では大きな影響力をもつ人物であるとい

われている）37）。

また，クボタ事件では，農機具・工作機械

メーカー大手の「クボタ」が平成９年12月から
12年１月までの間，株主総会の円滑な進行に協
力する謝礼として，屋外ネオン広告の賃貸料等

の名目で総会屋関係者に8590万円の資金提供を
していたことが摘発された。つまり，同社では，

平成９年の商法改正以降も商取引を装った巧妙

な手口で利益供与を続けていたことが露呈した

のである。総会屋と広告代理店経営者および同

社の元常務らが起訴されている。なお，改正商

法が施行された平成９年12月に開催された大阪
工業会の役員会に大阪府警の刑事部長が出席

し，総会屋との決別を要請したのであるが，当時

の同工業会の会長はクボタの会長であった38）。

これら２つの事件の背景には，世論の批判を

浴びながらも従来どおりの株主総会対策を続け

ている企業の古い体質があるといえる。すなわ

ち，このような企業においては，株主総会を支

障なく終了させることが自分たちの役割である

と考える企業幹部等がモラルを顧みずに，総会

屋の世界で「主幹事役」と呼ばれる与党総会屋

を厚遇するという「総会屋との癒着」をいまだ

に清算できていないのである。

政府が先に述べたような国を挙げての総会屋

対策を推進する過程で，内閣官房長官は平成９

年10月に「徳政令」という言葉を使い，総会屋
との癒着を断つには，過去の利益供与を大目に

みるような大胆な措置も必要であるという考え

を示していた。また，警察が前述の企業対象暴

力対策に取り組む中で，同年６月に，警視庁刑

事部長は「大人の解決をしたい」と表明し，警

察庁長官も経団連の理事会で「努力する企業を

支援する」と述べていた。つまり，この間に，

警察は，企業が総会屋との関係を断ち切ろうと

するときには，過去を根掘り葉掘り事件化する

よりは，将来起こりうる恐喝などを立件化して

行くべきであるという方針を固めていたといえ

る。したがって，上記の警視庁刑事部長等の発

言は「警察の狙いは企業ではなく総会屋である」

という企業へのサインであった。しかしながら，

平成６年の警察庁長官による「過去は問わない」

という発言と同様に，今回のサインも再び企業

によって無視されるに至った。他方で，警察庁

長官は平成９年10月の会見で「再三，企業に総
会屋との絶縁を要求してきた。それにもかかわ

らず関係を続けている企業には厳然と対処す

る」と発言していたのであり，この発言の趣旨

に即して，警察は上記の両事件の摘発に踏み切

ったのである39）。

思うに，結局のところ，今もって後を断たな

い利益供与事件とその繰り返される摘発は，商

法罰則の強化・整備や警察による強力な総会屋

対策の推進にも限界があるという現実を如実に

示しているということである。
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むすびにかえて

罰則強化・整備に係る平成９年商法改正にお

ける主眼の１つは利益供与要求罪を新設するこ

とにあった。しかし，企業側が利益供与の要求

を受けた事実を捜査当局に告発または通報しな

ければ，要求罪には何ら実効性が伴わない。つ

まり，要求罪新設が実際上の効果を発揮するた

めには，まず企業が総会屋との関係を完全に断

ち切ることが必要なのである。また，加重犯罪

類型としての威迫を伴う利益供与要求罪の新設

も，企業が総会屋に対し毅然とした対応をとる

中で，総会屋が利益供与に応じる企業を新規に

開拓しようとする際には，総会屋の行為には威

迫を伴う場合が多いという想定を基にしてい

る。したがって，平成９年商法改正による罰則

強化・整備の成否は企業の姿勢にかかっている

のである。

そしてまた，警察の総会屋対策を推進する立

場にあった警察実務家は，筆を揃えて，総会屋

対策には警察の取締りと企業の総会屋に対する

毅然とした対応が車の両輪のごとく一緒に回転

することが必要である旨を指摘している40）。す

なわち，企業に不当な要求を行う暴力団・総会

屋等に係る対策は，警察のみにおいて対応すべ

きものではなく，企業や業界団体等が自ら行う

排除の努力と警察の取締りが相俟って初めて大

きな成果につながる性質のものであるという趣

旨である41）。

さらに，昭和56年商法改正の立法過程におい
て参議院法務委員会に参考人として出頭した竹

内昭夫東大教授（当時）の意見陳述は「……ほ

ぼ打てる手は大体打ったという感じがしており

ます。しかしながら，これでもなお根絶できな

いという結果になるやもしれません。それは先

のことだから，何と申しますか，私としては根

絶したいと思って努力いたしましたつもりでご

ざいますし，また，多くの方とその願いをとも

にしておるものでございますが，先のことでご

ざいますから予言はできません。しかし，私ど

もの期待が外れた場合には，……それは挙げて

わが国の経営者の責任というふうに考えていた

だくほかはあるまい。……」というものであっ

たが42），現時点において，この竹内教授の懸念

は不幸にも的中しているといえる。要するに，

昭和56年の商法改正で利益供与罪が新設されて
から，ほぼ20年の歳月が経過した今日の時点に
おいて，なお総会屋との癒着を断ち切れずにい

るわが国の企業ないし経営者の姿勢が問われて

いるということである43）。

そこで，商法罰則の強化・整備や警察の総会

屋対策にも限界があり，企業倫理の確立なくし

て総会屋の根絶はありえないことを改めて指摘

することをもって，一連の利益供与罪に関する

考察のむすびにかえることとしたい。
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